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　徴用工に関する韓国大法院判決（2018年10月30
日）以降，日韓問題は戦後最悪の状況になっていると
いわれている。日本政府は「問題は日韓請求権協定
で解決済みだ。それをちゃぶ台返しをした韓国は国際
法違反だ」などと非難し，日本のメディアも追随して
いる。そして，両国は互いに，「ホワイト国」認定を
取り消し，韓国では，日本製品の不買運動が起きる
など，その対立は深刻化している。
　たしかに，日韓請求権協定（1965年）は，「完全
かつ最終的に解決」と規定している（2条1項）。しか
し，この「解決」という法的用語の意味するところが
問題だ。日本政府は「（両政府の持つ）外交保護権を
放棄した」という意味にすぎず，「被害者の個人請求
権は存続している」と一貫して解釈してきたし，現在
もそう解釈している（1991年8月27日柳井外務省条
約局長答弁，2018年11月14日河野外務大臣答弁

（つまり，この答弁は上記判決後にされた答弁だ））。
　被害者の個人請求権が残っているなら，この意味に
おいては完全解決ではないと思える。つまり，日韓請
求権協定という国際法に規定された「解決」という法
的用語を，日本政府は「完全解決ではない」という
意味に解釈してきたし，いまもそう解釈しているという
ことだ。従って，日本政府の解釈によっても，同協定
は，日本の加害企業が訴訟外で任意に被害者に支払
をすることを法的に妨げない。
　韓国大法院は2018年10月の判決（再上告判決）
の前に，同一事件について2012年にすでに同旨の判
決を出していた（上告審）。そのとき強い反応を示さ
なかった日本政府だったが，今回は大法院判決直後
から，総理大臣，外務大臣などが大々的に韓国側に
対する非難を展開した。
　日弁連と大韓弁協（大韓弁護士協会）は，以上の
論点に関連して，すでに2010年の時点で，日韓弁護
士会共同宣言を出している＊1。宣言の発出後，日本
のマスメディアの韓国担当記者たちや，韓国を研究す

る日本の研究者たちに，宣言の意義について説明する
機会が複数回あった。だから，「解決」に関する上記
の日本政府の解釈をこの人たちは知っている。
　もし，今回の判決後，1週間以内くらいの時点で，
これらの人たち，中でも日本のマスメディアが政府の
説明を正していたら，事態は変わっていたのではない
か，とも思える。しかし，実際には日本のマスメディ
アがそうすることはなく，日本世論の大勢は，韓国が
不合理を日本に押しつけていると受け取った。マスメ
ディアは「初期消火」に失敗した。
　しかし，それがいま，燃えさかりそうになっているの
は，日本社会にも素地があったからだろう。2010年こ
ろから激しくなった，日本でのヘイトスピーチの主たる
ターゲットは韓国だった。なぜ他国ではなく，韓国な
のか。それは植民地支配の過去に起因している部分が
大きいだろうから，ヘイトスピーチと，今回の事態は
根においてつながっている。
　この問題は，日韓両国の憲法前文の違いにも象徴的
にあらわれている。韓国憲法前文は「3・1運動で建
立された大韓民国臨時政府の法統」に言及している。
植民地支配（1910年～）に抵抗する1919年の3・1
独立運動が韓国国家の正統性の根拠になっている。
　これに対し，日本憲法の前文は「政府の責任で再び
戦争の惨禍が起ることのないやうにすること」は決意
しているが（前文），植民地支配については言及がない。
戦後の日本が反省してきたのは，当初，主として1941
年からの対・英米の戦争に関する責任で，1931年から
の対中戦争に関する「侵略に対する責任」，1910年の
韓国併合などの「植民地（支配）責任」についての意
識は弱かったといえるだろう。
　このような点に関して，議論をし，認識を深めてい
くことこそが，「恒久平和主義」をさらに深めて真に
実質化し，「国際協調主義」に基づいて両国関係，
ひいては東アジアの平和の基礎を固める，これも真の
未来志向の作業だと思う。
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